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分析方法(1) 
• 米国で実施されたLieuらのマルコフモデルに従って、肺炎球菌による感染症
として髄膜炎、菌血症、肺炎、中耳炎を取り扱い、1ヶ月周期で状態が変化
すると仮定した。 

• ５つの選択肢を設定 

– 【非投与】小児用肺炎球菌ワクチンを接種せず 

– 【7価を接種】7価ワクチンを4回接種 

– 【13価を接種】13価ワクチンを4回接種 

– 【18ヶ月で追加接種】7価ワクチンを4回接種後、生後18ヶ月時に13価ワクチンを
追加接種 

– 【24ヶ月で追加接種】7価ワクチンを4回接種後、生後24ヶ月時に13価ワクチンを
追加接種 

• 7価ワクチンの有効率については、神谷ら(2008)を基に設定 

• 13価ワクチンで予防できる罹患：IPD（髄膜炎、菌血症）については庵原班平
成23年度報告書、肺炎についてはTanakaら(2012)、中耳炎については
Hotomiら(2008)を基に設定 

• 7価ワクチンを4回接種後に13価ワクチンを1回追加接種すると、13価ワクチ
ンを4回接種した場合と同等の有効性が得られるものを仮定 



 

マルコフモデル 



[庵原班平成23年度報告書] IPD予防効果：232/197=1.18倍 



[Hotomiら, 2008] 

肺炎予防効果： 
81.0/66.7=1.21倍 



中耳炎予防効果： 
２歳以下 86.0/68.2=1.26倍 
３歳以上 77.9/48.5=1.61倍 

[Hotomiら, 2008] 



分析方法(2) 

• 保健医療費は、肺炎球菌ワクチンの接種費用と、生後５ヵ年間の肺炎球菌に

関連した疾病 (肺炎球菌起因の髄膜炎・菌血症、肺炎、急性中耳炎）の治療

費用を推計  

• 家族等の生産性損失は、「ワクチン接種の費用対効果推計法」に基づき推計 

• 接種費用：希望小売価格および診察料に基づき設定 

– ７価：(ワクチン価格6800円＋技術料3930円）x1.05  = 11266.5円 

– １３価H25年度価格:(ワクチン価格6800円＋技術料3930円）x1.05 = 11266.5円 

– １３価H26年度価格:（ワクチン価格7200円＋技術料3930円）x1.08 = 12020.4円 

• 効果に関しては、髄膜炎後の後遺症が生じた場合の効用値を難聴（0.675）、

水頭症（0.675）、てんかん（0.664）、発育遅滞（0.350）、麻痺（0.310）として、質

調整生存年(QALY)を計算 

• 割引率は割引なし、および、費用・効果ともに年率3%で実施 
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増分費用効果比(ICER)の結果 

生産性損失 
13価  

vs. 非投与 
13価  

vs. 7価 

18ヶ月で 
補助的 
追加接種 

24ヶ月で 
補助的 
追加接種 

生産性損失含まない、 
13価はH26年度価格 

6,874,441  
費用減少・ 
効果改善 

39,848,850  65,399,958  

生産性損失含む、 
13価はH26年度価格 

費用減少・ 
効果改善 

費用減少・ 
効果改善 

5,028,930  32,214,338  

生産性損失含まない、 
13価はH25年度価格 

5,141,351 
費用減少・ 
効果改善 

33,788,700 57,050,559 

生産性損失含む、 
13価はH25年度価格 

費用減少・ 
効果改善 

費用減少・ 
効果改善 

費用減少・ 
効果改善 

23,874,939 

割引なし、単位は円/QALY 
5,000,000（〜6,400,000円）/QALY未満は費用対効果が良好と考えられる(Shiroiwaら, 2010) 



増分費用効果比(ICER)の結果 

生産性損失 
13価  

vs. 非投与 
13価  

vs. 7価 

18ヶ月で 
補助的 
追加接種 

24ヶ月で 
補助的 
追加接種 

生産性損失含まない、 
13価はH26年度価格 

19,093,253  
費用減少・ 
効果改善 

100,536,318  160,076,455  

生産性損失含む、 
13価はH26年度価格 

費用減少・ 
効果改善 

費用減少・ 
効果改善 

27,623,364  91,433,887  

生産性損失含まない、 
13価はH25年度価格 

14,929,101  
費用減少・ 
効果改善 

86,223,355  140,481,332  

生産性損失含む、 
13価はH25年度価格 

費用減少・ 
効果改善 

費用減少・ 
効果改善 

13,310,401  71,838,765  

割引は費用・効果ともに年率3%、単位は円/QALY 
5,000,000（〜6,400,000）円/QALYまでは費用対効果が良好と考えられる(Shiroiwaら, 2010) 


